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1  は じ め に 
すべての子どもに人権を保障する「子どもの権利条約」が国連で 1989 年に採択されてから、これまでに世界
では 5 歳未満児の死亡数は 50％以上減少し、栄養不足の児童も半減した。しかし、子どもへの暴力・虐待は年
間 10 億人に上るほか、児童労働や子どもの貧困など問題も多く残っており、権利条約の理念の実現には多く




2009 年頃から記事数が急増している（2011 年の減少は東日本大震災の影響と推測される）。 
 
 














































































































































































































































表 1  「子どもの貧困率」に対する説明変数の内訳とデータ源 
分野 説明変数 定義 データ源 
人口・世帯 人口密度 可住地面積当たりの人口密度 社会生活統計指標 
 都市化 人口集中地区の人口割合 社会生活統計指標 
 世帯人数 一般世帯の平均人員 国勢調査 
 子ども数 人口当たりの 15 歳未満の子供の数 国勢調査 
 幼児世帯 6 歳未満の子供のいる世帯の割合 国勢調査 
 核家族 核家族世帯の割合 国勢調査 
 三世代 三世代世帯の割合 国勢調査 
 高齢世帯 高齢世帯の割合 国勢調査 
 母子世帯 母子世帯の割合 国勢調査 
 婚外子 嫡出でない子の割合 国勢調査 
 離別率 人口当たりの離別者の割合 国勢調査 
経済・労働 労働力率 労働力人口割合 国勢調査 
 求人倍率 有効求人倍率 社会生活統計指標 
 就業率 15 歳以上の有業者の割合 国勢調査 
 失業率 労働力人口当たりの完全失業者数の割合 社会生活統計指標 
 大企業 大企業の就業率 経済センサスー活動調査 
 中企業 中企業の就業率 経済センサスー活動調査 
 小企業 小企業の就業率 経済センサスー活動調査 
 自営業 自営業者の割合 就業構造基本調査 
 一次産業 第一次産業の就業率 就業構造基本調査 
 二次産業 第二次産業の就業率 就業構造基本調査 
 三次産業 第三次産業の就業率 就業構造基本調査 
 管理・専門職 管理・専門職の就業率 就業構造基本調査 
 事務職 事務職の就業率 就業構造基本調査 
 営業職 営業職の就業率 就業構造基本調査 
 製造業 製造業の就業率 就業構造基本調査 
 宿泊飲食業 宿泊飲食業の就業率 就業構造基本調査 
 正規率 正社員雇用率 就業構造基本調査 
 非正規率 非正規雇用率 就業構造基本調査 
 共働き 共働き世帯の割合 社会生活統計指標 
 パート パートタイム就職率 社会生活統計指標 
 短期雇用 短時間雇用者割合 国勢調査 
 ニート 若年無業者の割合 国勢調査 
 大卒無業 大学新規卒業者の無業者の割合 社会生活統計指標 
 最低賃金 地域別最低賃金時間額 賃金構造基本統計調査 
 労働時間 所定内実労働時間 賃金構造基本統計調査 
 残業 超過労働時間 賃金構造基本統計調査 
教育・福祉 教育費 世帯消費支出に占める教育費の割合 社会生活統計指標 
 中卒 最終学歴が中学卒の者の割合 社会生活統計指標 
 高卒 最終学歴が高校卒の者の割合 社会生活統計指標 
 短大大卒 最終学歴が短大・高専・大学卒の者の割合 社会生活統計指標 
 児童福祉費 人口当たりの児童福祉費 社会生活統計指標 
 児童福祉施設 人口当たりの児童福祉施設等の数 社会生活統計指標 
 保育所 未就学児童当たりの保育所等の数 社会生活統計指標 
 保育士 未就学児童当たりの保育士の数 保育所等関連状況調査 
 学童保育所 低学年児童当たりの学童保育所の数 全国学童保育連絡協議会 
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表 2  子どもの貧困要因の内訳、貧困率に対する感度とその推定誤差、および寄与率 
 要因 分野 
感度 寄与率 
（％） 危険要因 抑制要因 誤差 
1 母子世帯 人口・世帯 0.202 0.037 25.1 
2 子ども数 人口・世帯 0.142 0.035 12.4 
3 失業率 経済・労働 0.141 0.031 12.3 
4 製造業  経済・労働 -0.140 0.025 12.1 
5 共働き 経済・労働 -0.132 0.019 10.7 
6 大企業 経済・労働 -0.124 0.018  9.5 
7 宿泊飲食業 経済・労働 0.092 0.016  5.2 
8 学童保育所 教育・福祉 -0.087 0.015  4.6 
9 保育所 教育・福祉 -0.081 0.013  4.0 
10 短大大卒 教育・福祉 -0.080 0.008  4.0 
 
3  結果と考察 
3.1 貧困率の要因 
以上の方法により、47 種の説明変数の中から要因を探索した結果、10 種の説明変数を用いた場合に貧困率
の予測値と実測値とのRMSE が最小となり、そのときの回帰決定係数（R2）は 0.867 で、危険率 1%で有意と
判定された。したがって、こ 10 種の説明変数が 47 都道府県の貧困率の要因となる。 
























得られた 10 種 要因の寄与率を分野別に集計すると、人口・世帯分野が 4 要因で 28.7%、経済・労働分野
が 8 要因で 52.5% 教育・福祉分野が 2 要因で 18.8%であり、経済・労働分野の要因の影響が最大で、全体の
半数以上の影響度であるが、人口・世帯と教育・福祉の 2 分野もかなりの影響を与えることが分かる。 
これに対し、子どもの貧困要因分析を行った先行研究としては、永井 6)、坂口 8)、大石亜希子 15)、斉藤知洋
16)、明坂弥香ら 17)、戸室健作 18)の 6 報がある。永井は、一人親世帯率や非正規雇用率などの 6 種の説明変数を
用いて線形回帰分析を行い、要因探索を行った。坂口は子ども数、学歴、就業状況などの 19 種の説明変数を
用い、大石は年世帯構造、配偶、子供数などの 13 種の説明変数を用いて要因探索を行った。また、斉藤は母
子世帯、職業、学歴などの 20 種の説明変数を用い、明坂らは子どもの年齢、親の学歴、就業状況などの 16 種
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表 3  要因の最小、最大と該当県、および福井県と沖縄県の指標値と危険度順位 
要因 
感度 最小 最大 福井県 沖縄県 
符号 指標値 該当県 指標値 該当県 指標値 順位 指標値 順位
母子世帯 + 1.14 東京 3.07 沖縄 1.30 37 3.07 1 
子ども数 + 10.3 秋田 17.2 沖縄 13.2 9 17.2 1 
失業率 + 2.9 島根 6.3 沖縄 3.3 45 6.3 1 
製造業  − 4.9 沖縄 26.7 滋賀 21.7 39 4.9 1 
共働き − 17.8 東京 36.1 福井 36.1 47 22.4 6 
大企業 − 15.7 山形 47.1 東京 28.2 23 21.5 8 
宿泊飲食業 + 4.6 茨城 7.8 沖縄 5.3 29 7.8 1 
学童保育所 − 27.1 神奈川 65.2 島根 60.8 45 41.8 14 
保育所 − 0.75 神奈川 6.16 島根 3.50 41 3.38 39 
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